
令 和 ３ 年 ３ 月

大阪府 / 太子町

Ø 大阪府と市町村が共同で取り組んできた『基礎自治機能の維持・充実に関する研究会』などの成果を踏まえ

ながら、財政基盤が脆弱な町村を対象に、人口減少・高齢化などがもたらす将来課題が長期的財政収支に

どのような影響を与えるかを分析するために財政シミュレーションを作成。

Ø この結果を踏まえつつ、今後、さらなる広域連携や行財政改革の推進など、必要な取組みについて検討。
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(単位:百万円)

R1（決算） R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16

財政調整基金残高 1,494 1,335 1,115 890 580 300 ▲ 127 ▲ 428 ▲ 812 ▲ 1,175 ▲ 1,638 ▲ 2,074 ▲ 2,668 ▲ 3,224 ▲ 3,774 ▲ 4,362

１．太子町の中長期財政シミュレーション

● 今後の財政収支は、人口と連動して町税が減少する一方、地方交付税の大幅な増額は見込めない中、

社会保障関係経費や物件費等が増高する厳しい見通し

● 財政調整基金（令和元年度決算で14.9億円）は令和7年度に枯渇する見通し

１

歳出総額

歳入総額

【 単年度の財源不足額 （実質単年度収支） 】 【 歳入総額・歳出総額の見通し 】

※ この試算は不確定要素を多く含んでおり、将来に向かって相当の幅をもってみる必要がある
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特定目的基金からの繰入は見
込まず、財源不足額に財政調
整基金のみを充当する場合



２．財政シミュレーションの試算方法

２

● 令和元年度決算をベースに15年間推計

● 人口推計に連動しうる費目は、国立社会保障・人口問題研究所（社人研）の人口推計と連動

● その他の費目は、近年の増加率や平均値などから試算

● コロナ禍などによる景気動向が町税に及ぼす影響や、今後対応が求められる老朽化した公共施設の

更新費用は本試算に織り込んでいないが、財政収支への影響が大きいと想定されるので留意が必要

主な費目 考え方・傾向

歳
入

町税
人口に連動する税目（個人町民
税など）が減少

地方交付税等
国・地方の厳しい財政状況を踏
まえ近年と同水準

国・府支出金、
町債

歳出と連動

交付金・譲与税等、
諸収入（使用料・手数
料、財産収入、寄附金
など）

近年と同水準

主な費目 考え方・傾向

歳
出

人件費
給与等は近年と同水準
退職手当は個別に積上げ

扶助費
近年の増加率や今後の高齢化を踏まえ
増加

物件費、補助費等 近年の増加率を踏まえ増加

建設事業費、
維持補修費

近年と同水準
大規模事業は個別に積上げ

公債費
既発分は町による推計
新発分は歳入の町債と連動

繰出金
国保特会と後期高齢特会は人口連動、
下水特会は近年と同水準
全体として増加

※ 特定目的基金からの繰入金は見込まず、各年度の財源不足額には財政調整基金からの繰入金のみを充当



0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12R13R14R15R16
0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10R11R12R13R14R15R16

【 区分別の人口の推移 】

３．太子町の人口推計 （国立社会保障・人口問題研究所）

３

● 国立社会保障・人口問題研究所が公表している最新の人口推計によれば、太子町は今後、

生産年齢人口が急激に減少する一方で、高齢者人口は増加

● 今後15年間で、

・総人口に占める生産年齢人口の割合は約7%減

・総人口に占める高齢者人口の割合は約9%増

【 総人口の推移 】

（▲ 約7％）

（＋ 約9％）

（人）
（人）

生産年齢人口

高齢者人口

13,188

11,209

年少人口

7,763

5,855
後期高齢者人口

前期高齢者人口

生産年齢人口

年少人口

区分 R2

年少人口 11.7%

生産年齢人口 58.9%

前期高齢者人口 14.4%

後期高齢者人口 15.0%

R16

9.6%

52.2%

15.6%

22.5%



４．試算の費目別の傾向 （歳出：①建設事業費（災害復旧含む））

４

● 令和２・３年度は、生涯学習施設整備事業を実施しているため建設事業費が大きいが、

令和４年度以降は大きく減少

● 歳入の町債も建設事業費と連動

（百万円）
【 建設事業費の推移 】 【 町債の推移 】
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５．試算の費目別の傾向 （歳出：②繰出金）

５

● 後期高齢事業は後期高齢人口と連動し、介護保険事業は府内全体の介護給付費総額の推計値と

連動し、いずれも増加傾向

● 国保事業は75歳未満人口と連動して減少傾向、下水道事業は過去と同水準

● 繰出金は全体として増加

【 繰出金の見通し 】【 特別会計別の繰出金見通し 】

介護保険事業

国保事業

後期高齢事業

下水道事業

下水道事業

国保事業

介護保険事業

後期高齢事業

697

811



６．今後の行財政運営上の主要な課題等について

◆ 今回の財政シミュレーションに織り込まれていない課題等

● コロナ禍などによる今後の景気動向が各町村の税収や歳出に及ぼす影響

● 老朽化が進む公共施設・インフラの更新・保全等に係る経費の増高

● 令和６年度以降の扶助費の動向とそれに係る国の地方財政措置の状況

① 扶助費、物件費、繰出金の増加に加え、退職者が多く出たことで、令和元年度決算の

経常収支比率は103.7% ＝ 財政構造の硬直化が進んでいる

② 下水道事業会計に対して、一般会計から基準外繰入を行っており、事業の見直しなどにより

基準外繰入の減額が課題

③ 令和２年度中に新たな行財政改革プランの策定を進めている

６

全団体に共通



(参考) 財政シミュレーションの推計表

７

(単位:百万円)

R1（決算） R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16

町税 1,451 1,430 1,410 1,410 1,401 1,379 1,370 1,358 1,332 1,320 1,307 1,282 1,267 1,252 1,225 1,206

地方交付税（臨財債含む） 1,667 1,669 1,669 1,669 1,669 1,669 1,669 1,669 1,669 1,669 1,669 1,669 1,669 1,669 1,669 1,669

交付金・地方譲与税等 324 346 378 382 386 385 384 382 381 380 378 377 376 374 373 372

国・府支出金 1,035 1,024 1,056 1,090 1,126 1,129 1,132 1,136 1,139 1,144 1,147 1,151 1,155 1,159 1,163 1,167

町債 142 346 346 98 98 98 98 98 98 98 98 98 98 98 98 98

諸収入 163 166 166 166 166 166 166 166 166 166 166 166 166 166 166 166

前年度繰越金 30 28 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

基金取崩し 432

歳 入 合 計 5,244 5,256 5,272 4,815 4,846 4,826 4,819 4,809 4,785 4,777 4,765 4,743 4,731 4,718 4,694 4,678

人件費 1,097 950 927 904 950 904 1,041 904 950 904 973 904 1,041 973 927 927

扶助費 966 991 1,031 1,070 1,117 1,117 1,117 1,117 1,117 1,117 1,117 1,117 1,117 1,117 1,117 1,117

公債費 436 439 466 458 445 406 372 341 321 305 290 276 254 240 225 214

建設事業費（災害復旧含む） 432 794 794 299 299 299 299 299 299 299 299 299 299 299 299 299

物件費 951 972 993 1,015 1,037 1,060 1,083 1,107 1,132 1,157 1,182 1,208 1,235 1,262 1,290 1,318

補助費等 547 548 548 549 550 550 551 551 552 552 553 553 554 555 555 556

繰出金 699 697 709 721 734 746 759 767 774 782 790 798 801 804 807 811

その他 71 38 24 24 24 24 24 24 24 24 24 24 24 24 24 24

歳 出 合 計 5,199 5,429 5,492 5,040 5,156 5,106 5,246 5,110 5,169 5,140 5,228 5,179 5,325 5,274 5,244 5,266

▲ 173 ▲ 220 ▲ 225 ▲ 310 ▲ 280 ▲ 427 ▲ 301 ▲ 384 ▲ 363 ▲ 463 ▲ 436 ▲ 594 ▲ 556 ▲ 550 ▲ 588

(参考)

財政調整基金残高 1,494 1,335 1,115 890 580 300 ▲ 127 ▲ 428 ▲ 812 ▲ 1,175 ▲ 1,638 ▲ 2,074 ▲ 2,668 ▲ 3,224 ▲ 3,774 ▲ 4,362

区  分

歳
 
 
入

歳
 
 
出

収支不足額(財調取崩)

※ 費目ごとに四捨五入した結果を歳入合計・歳出合計としているため、令和元年度の合計値は決算額と一致しない場合がある


